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フロー推計の対応について

●審議会におけるとりまとめと主なご指摘

(1) 審議会におけるとりまとめ

・・・国は、これらの施策の進捗と効果を把握するため、関係者の協力を得つつ、小売業者による引取り・引渡
しの状況や家電リサイクル法ルート以外のルートにおける処理の状況などの排出家電のフローや家電不法
投棄の状況について引き続き情報の把握に努める必要がある。

【家電リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書（平成２０年２月）から抜粋】

(2) 前回審議会でのご指摘

・退蔵品からのフローの調査の必要性

■ フロー推計に当たっては、過去のとりまとめ・ご指摘を踏まえて対応

●さらなるフロー推計の精緻化の検討
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（１） 退蔵品からのフローを調査

・アンケート調査により、退蔵品からの排出先を把握

退蔵：①「壊れており、１年以上使用されていない」

又は

②「壊れてはいないが、使用に適していないと思われる場所に置かれており、１年以上使用され

ていない」

（２） フリーマーケット・知人譲渡、ネットオークション、不用品回収業者等への排出を調査

・アンケート調査により、フリーマーケット・知人譲渡、ネットオークション、不用品回収業者等による排出を把

握し、リユース向け販売に追加



家庭・事業所か
らの排出

２，８０９万台
(※1)

（３９万台）
【１８４万台】

フロー推計（４品目合計）

小売業者による引取
１，６５９万台【７８万台】

引越業者による引取
４８万台【１万台】

リユース業者等による引取
１５４万台（２８万台）【１１万台】

中古品取扱業

製造業者による
再商品化
１，８７９万台

(※2)

リユース向け販売
７７１万台

フリーマーケット
・知人譲渡など

Ｃ to Ｃ
２０１万台【１７万台】

消費者からの
ネットオークション
１４万台【１万台】

リユ ス事業者 国内

196万台（11万台）【21万台】
1,627万台

17万台
7万台

31万台

449万台
回収業者による引取【１８４万台】

建設解体事業者による引取
４２万台【４万台】

地方公共団体による引取
２１．５万台

不法投棄
１３．３万台

中古品取扱業
者廃棄物処理
業者・資源回収
業者など

６４８万台

リユース事業者
による販売
５５６万台

廃棄物処分業許可を持
つ業者による資源回収

１２７万台

資源回収業者
による資源回収

２７万台

地方公共団体による一
般廃棄物としての処理

５．９万台

国内

海外

国内

海外

国内

海外

13万台

30万台
（廃棄物処分業許可を持つ業者へ）

15.5万台

22万台

4万台

23万台

594万台

105万台

8.1万台
【0.3万台】

108万台
(※4

95万台

32万台

7万台

20万台

(※1) 製造業者等に引き渡される「小売業者」、「引越業者」の比率から全体の排出を推計。
(※2) 「平成21年度版家電リサイクル年次報告書」（家電製品協会平成22年７月）より。
(※3) （ ）内数字はリース・レンタル業者由来のもので内数、【 】内数字は退蔵品由来のもので内数。
(※4) 日本貿易統計によると家電4品目の輸出は約250万台であり、142万台の乖離がある。

回収業者による引取
４６３万台【５５万台】

無料回収場所
２０９万台【２７万台】

不用品回収業者
２５４万台【２８万台】



（参考１）合同会合報告書に記載したフロー推計結果（４品目合計）

国内向け

103万台

海外向け

594万台（*4）

家庭又は事
業所からの

排出

2,287万台

製造業者等
による再商

品化

1,162万台
（*3）

リユース向
け販売

697万台

廃棄物処分
業の許可を
持つ中古品
の取扱業者

小売業者による引取

1,720万台

中古品の取
扱業者等

（古物商、
廃棄物処分
許可業者、
資源回収業

186万台

71万台

1,720万台

1,055万台

303万台

394万台

（このうちリース・レンタル業者 2万台）

このうち
リース・レンタル業者 60万台

このうち引越業者 3万台、
リース・レンタル業者 57万台 国内向け

150万台分

44万台

18万台62万台
引越業者
62万台

（*1）

（*2）

（*1）小売業者へのアンケート結
果を基に推計すると、約1,424
万台となり約369万台の乖離
がある。

（*4）日本貿易統
計によると家
電４品目の輸
出は約337万
台であり、約
257万台の乖
離がある。

（*2）家電リサイクル券を貼って製造業者へ引き渡すことに金銭的なメリットは少な
いと考えられるため、小売店から廃家電の運搬委託を受けたものと想定した。

地方公共団体
による引取

26万台（*3）

地方公共団
体による一
般廃棄物と
しての処理

7万台(*3)

の取扱業者
及び資源回
収業者によ
る資源回収

167万台
（*5）

者を含む）
による引取

454万台

19万台

7万台

10万台

124万台

16万台

このうち
リース・
レンタル
業者から
の排出
62万台

リ ス レンタル業者 60万台

回収業者
223万台

このうち引越業者 7万台、
リース・レンタル業者 2万台

150万台分

資源回収業
者による
資源回収

254万台

海外向け

17万台分

国内向け

94万台分

海外向け

160万台分

43万台

このうち引越業者 35万台、
リース・レンタル業者 2万台

238万台

不法投棄
16万台（*3）

（*3）

（*3）

（*3）既存の統計デー
タをそのまま利用。

（*5）産業廃棄物とし
ての処理約10万台
（環境省「第５回合
同会合資料２－
２」）を含む。

出典：家電リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書（平成２０年２月）
（産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサイクルワーキンググループ
中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会家電リサイクル制度評価検討小委員会 合同会合）
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（参考２）平成２０年度に経済産業省が行ったフロー推計結果（４品目合計）
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